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(2) 目標値に対する実施状況

基本施策

目 標 
（現状値→目標値）

※現状値及び目標値につい
ては、それぞれ H21 年度及
び H32 年度の値を示し、記
載がある場合は、その年度
の値を示す。

重点
事業

平成 26 年度数値 平成 27 年度数値 平成 28 年度数値
主な
関係課

（基本目標） 
共 生

01 多様な自然環
境の体系的な
保全

① 北部地域での「緑地保
存地域」及び「環境形
成緑地」の設定
（なし→設定［～ H27］）

なし なし 設定 企画調整課

② 都市公園等面積 
（約 9.81 → 11.0m2/
人口［～ H28］）

都市公園等面積
約 10.03 ㎡ / 人口

都市公園等面積
約 10.45 ㎡ / 人口

都市公園等面積
約 10.51 ㎡ / 人口

公園緑地課

③ 緑地協定地区数
（32 → 50 地区）

緑地協定地区数
；39 地区 
（H26 は 1 件追加）

緑地協定地区数
；39 地区 
（H27 は追加なし）

緑地協定地区数
；39 地区
（H28 は追加なし）

公園緑地課

02 生物の多様性
の確保

① 身近な環境市民調査員
参加者数 
（0→ 500 人［～ H27］）

設定 296 人 228 人 268 人 環境政策課

② 保護樹林の指定 
（5→ 25 地区［～ H28］）

保護樹林 ５地区 
（H26 は新たな指定なし）

保護樹林 ５地区 
（H27 は新たな指定なし）

保護樹林 ５地区
（H28 は新たな指定なし）

環境政策課

03 自然とのふれ
あいの推進

① 公園愛護会の登録数 
（102 → 150 公園

［～ H28］）
118 公園 116 公園 117 公園 公園緑地課

（備考） 
緑地保全施策の進捗や、市民が自然とふれあう機会の程度を表しています。

（基本目標） 
循 環

04 省資源の推進 ① ごみ減量化（資源ごみ
を除く）
（H19 を基準として一人
１日あたり排出量 20%
減量：中間年度 H27 で
15% 減量）

設定 20.7％減量 21.1％減量 22％減量
廃棄物減
量推進課

② 資源化率（15.38 → 20%）設定 17.41% 17.22% 16.92%
廃棄物減
量推進課

③ 古紙等資源回収量 
（12,769→ 14,750t/年）

9,855t/ 年 9,269t/ 年 8,706t/ 年
廃棄物減
量推進課

④（仮称）リユースセン
ターの設置 
（０→１施設）

１施設 １施設 １施設
廃棄物減
量推進課

05 水循環の保全
と創造

① 雨水貯留浸透施設設置
助成箇所数 
（135 → 435 箇所［～
H26］）

雨水貯留浸透施設設置
助成箇所数 492
（H26 56）

雨水貯留浸透施設設置
助成箇所数 543
（H27 51）

雨水貯留浸透施設設置
助成箇所数 587
(H28 44)

下水道課

② 公共施設等雨水貯留浸
透施設設置箇所数 
（14 → 25 箇所［～
H26］）

公共施設等雨水貯留浸
透施設設置箇所数 19 
（H26 なし）

公共施設等雨水貯留浸
透施設設置箇所数 19 
（H27 なし）

公共施設等雨水貯留浸
透施設設置箇所数 19
(H28 なし )

下水道課

（備考） 
ごみ減量やリサイクルの推進の程度や、都市における水循環機能の基盤となる地下浸透や雨水利用の程度を表しています。
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基本施策

目 標 
（現状値→目標値）

※現状値及び目標値につい
ては、それぞれ H21 年度及
び H32 年度の値を示し、記
載がある場合は、その年度
の値を示す。

重点
事業

平成 26 年度数値 平成 27 年度数値 平成 28 年度数値
主な
関係課

（基本目標） 
低炭素

06 省エネルギー
･低炭素型の
エネルギーの
推進

①「（仮称）環境フェア」
の参加者数 
（０→ 1,500 人 / 回）

設定
おおつ環境フォーラム
主催「おおつエコ祭り」
参加者：1,875 名

大 津 市 主 催「 お お つ
ECOFESTA」
参加者：1,000 名

大 津 市 主 催「 お お つ 
ECO FESTA」
参加者：1,000 名

環境政策課

②「エコライフデー」の参
加世帯数 
（1,006 → 20,000 世帯）

設定

おおつ環境フォーラムと
の連携により瀬田東学区
と木戸学区にて実施
実施日：平成 26 年８月
３日
参加者：1,149 世帯
（2,723 名）
累計参加世帯数 3,827
世帯

おおつ環境フォーラムと
の連携により瀬田北学
区、上田上学区、環境保
全協定事業所、小学校に
て、平成 27 年７月４日
を中心に実施
参加者：1,152 世帯
（3,044 名）
累計参加世帯数 4,979
世帯

大津市地球温暖化防止活
動推進センターとの連携
により、小野学区、真野
北学区、環境保全協定事
業所、小学校にて、平成
28 年 7 月 9 日を中心に
実施
参加者：986世帯
（2,363名）
累計参加世帯数 5,965
世帯

環境政策課

③ 100kL/ 年以上の重油使
用事業所の都市ガス転
換数（10 → 13 事業所）

100kL/ 年以上の重油使
用事業所の都市ガス転
換数 12 事業所（H26 追
加なし）

100kL/ 年以上の重油使
用事業所の都市ガス転
換数 12 事業所（H27 追
加なし）

"100kL/ 年以上の重油使
用事業所の都市ガス転
換数 12 事業所
（H28 追加なし）"

営業推進室

④ 温室効果ガス削減率 
（H19 比 34% 削減）

平成 26 年度調査により
平成 24 年度実績値を算
出
平成 19 年度比 3.2％

平成 27 年度調査により
平成 25 年度実績値を算
出
平成 19 年度比 2.8％

平成 28 年度調査により
平成 26 年度実績値を算
出
平成 19 年度比 1.2％増

環境政策課

07 都市及び交通
ネットワーク
形成の推進

① 自転車等収容可能台数 
（15,192［H22.4 月］
→ 16,192 台）

自転車等収容可能台数
15,361［H27.3 月］

自転車等収容可能台数
14,697［H28.3 月］

自転車等収容可能台数  
14,697［H29.3 月］

道路河川
管理課

（備考） 
市民・事業者の環境問題への関心や、地域レベルでの地球温暖化負荷の程度を表しています。

（基本目標） 
健 全

08 大気・水・音・
土壌等の保全

① 大気環境基準の達成率 大気環境基準の達成率 大気環境基準の達成率 大気環境基準の達成率

環境政策課

NO2

SPM
Ox
CO

100％
100％
92.6％
100％

NO2

SPM
Ox
CO
PM2.5

100％
100％
93.3％
100％
99.4％

NO2

SPM
Ox
CO
PM2.5

100％
100％
93.0％
100％

 99.1％

NO2

SPM
Ox
CO
PM2.5

100％
100％

 94.4％
100％
100％→各々100％

※Ox、PM2.5：環境基準を
満たした割合

② 河川環境（上の）基
準の達成率（BOD）
（72 → 100％）

基準の達成率
66.7％

基準の達成率
77.8％

基準の達成率
100％

環境政策課

③ 騒音環境基準の達成率 
（面的評価 95％
 一般地域 100％
 →各々 100％）

騒音環境基準の達成率 
面的評価 昼間 97.9％ 

 夜間 95.9％ 
一般地域 昼間 100％ 

 夜間 95.2％

騒音環境基準の達成率 
面的評価 昼間 97.8％ 

 夜間 95.8％ 
一般地域 昼間 100％ 

 夜間 100％

騒音環境基準の達成率 
面的評価 昼間 98.1％ 

 夜間 96.4％ 
一般地域 昼間 100％ 

 夜間 89.5％

環境政策課

④ ダイオキシン類環境基
準の達成率
（大気／水質（底質含む）
／土壌
各々 100 →各々 100％）

ダイオキシン類環境基
準の達成率
大気／水質（底質含む）
／土壌
各々 100％

ダイオキシン類環境基
準の達成率
大気／水質（底質含む）
／土壌
各々 100％

ダイオキシン類環境基
準の達成率
大気／水質（底質含む）
／土壌 各々 100％

環境政策課

⑤ 臭気指数規制の導入 
（なし→導入［～ H23］）

平成 24 年 4 月 1 日施行 平成 24 年 4 月 1 日施行 平成 24 年 4 月 1 日施行 環境政策課
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基本施策

目 標 
（現状値→目標値）

※現状値及び目標値につい
ては、それぞれ H21 年度及
び H32 年度の値を示し、記
載がある場合は、その年度
の値を示す。

重点
事業

平成 26 年度数値 平成 27 年度数値 平成 28 年度数値
主な
関係課

09 廃棄物の適正
処理の推進

① 産業廃棄物処理施設等
への行政検査実施率
・排ガス・浸透水等水
質検査の実施率（91％
→毎年 100%）
・廃掃法及び自動車リ
サイクル法に基づく処
理施設等の立入検査の
実 施 率（83 ％ → 毎 年
100%）

・排ガス・浸透水等水質
検査の実施率 100%
・廃掃法及び自動車リサ
イクル法に基づく処理
施設等の立入検査の実
施率 100%

・排ガス・浸透水等水質
検査の実施率 100%
・廃掃法及び自動車リサ
イクル法に基づく処理
施設等の立入検査の実
施率 100%

・排ガス・浸透水等水質
検査の実施率 100%
・廃掃法及び自動車リサ
イクル法に基づく処理
施設等の立入検査の実
施率 100%

産業廃棄
物対策課

② １年以上継続する産業
廃棄物不適正事案の解
決率 
（16.4 → 20%）

事案数；４５ 
解決事案；１０（解決
率２２％） 
新規事案；１２

事案数；４３ 
解決事案；９（解決率
２１％） 
新規事案；１１

事案数 :４２
解決事案 :１０（解決
率２４％）
新規事案 :８

不法投棄
対策課

10 環境資源の保
全と継承

① 伝統的建造物群保存地
区内の建造物等の修理
修景 
（累計 68 件→６件 /年）

４件
（修理２件・修景２件）

２件
（修理２件・修景０件）

３件
（修理 2件・修景 1件）

文化財保
護課

11 景観の形成 ① 景観づくり重点推進地
区数 
（２［H22］→３地域［～
H30］）

設定 ２地区 ２地区 ２地区
まちづくり
計画課

② 手のひら花苑（79 → 120
地区）

手のひら花苑登録団体
数 71 団体 
※平成 24 年度～（公財）
公園緑地協会の独自事業

手のひら花苑登録団体
数 72 団体 
※平成 24 年度～（公財）
公園緑地協会の独自事業

手のひら花苑登録団体数
73 団体
※平成 24 年度～（公財）
公園緑地協会の独自事業

公園緑地課

12 美化の推進 －

（備考） 
大気・水質・音・土壌の基準や、廃棄物の適正処理、文化財やまち並みの環境資源の保全に向けた施策の進捗状況を表しています。

（基本目標） 
協 働

13 環境教育の推
進

① 自然家族事業累計延べ
参加者数 
（2,540 → 11,000 人）

設定 4,990 人 5,271 人 5,589 人 環境政策課

14 環境情報の整
備と提供

①（仮称）環境活動情報支
援センターの設立（０
→１施設）

0施設 0施設 1施設 環境政策課

15 環境保全活動
の推進

① 琵琶湖を美しくする運
動実践本部加入団体数 
（119 → 130 団体）

117 団体 114 団体 116 団体 環境政策課

② 河川愛護団体数
（42 → 50 団体）

47 団体 48 団体 55 団体 環境政策課

16 環境保全型行
政の推進

① 温室効果ガス排出量削
減率 
（5% 削減［～ H27］

→ 3% 削減［～ H32］）

81,185t-CO2

10.4％（H21 年度比）
（電力使用に伴う CO2 排
出については、調整後
排出係数を使用） 
【参考；実排出係数を使
用した場合 81,693t-
CO2】

82,575t-CO2

12.3％（H21 年度比）
（電力使用に伴う CO2 排
出については、調整後
排出係数を使用） 
【参考；実排出係数を使
用した場合 84,345t-
CO2】

77,812t-CO2

△ 4.2％（H26 年度比）
※ H28 ～目標：H26 年度
比△ 3.0％
（電力使用に伴う CO2 排
出については、調整後
排出係数を使用）
【参考；実排出係数を使
用した場合 79,508t-CO2】

環境政策課

② 電気使用量削減率 
（5.5% 削減［～ H27］

→ 5% 削減［～ H32］）

89,307,000kwh 
△ 13.5％

88,757,838kwh 
△ 14.1％

90,831,470kwh
1.7％

環境政策課

③ 太陽光発電システムの
能力 
（71.52 → 616kW）

設置システム能力合計
159.04kw 
（平成 26 年度は 1施設

10.4kW）

設置システム能力合計
189.04kw 
（平成 27 年度は 1施設

30.00kW）

設置システム能力合計
199.84kw
（平成 28 年度は 1施設

10.32kW）

環境政策課

④ 環境にやさしい単価契
約物品品目数 
（393［H22.4 月］→ 500
品目）

467 品目 480 品目 484 品目 契約検査課

（備考） 
市民の環境保全活動の活発さや、市行政の事業者としての取り組み状況を表しています。
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（3） 指標値の推移

基本施策

指 標（計画策定時）
※現状値は H21 年度の値
を示し、記載がある場合
はその年度の値を示す。

平成２６年度数値 平成２７年度数値 平成２８年度数値 主な関係課

（基本目標） 
共 生

01 多様な自然環
境の体系的な
保全

① 緑被率（82.3%［H20］）調査していない 調査していない 調査していない 環境政策課

02 生物の多様性
の確保 ①

貴重動植物の確認種
（植物 17 種、動物 80
科 182 種）

調査していない 調査していない 調査していない 環境政策課

03 自然とのふれ
あいの推進

①
市民農園開設区画数
（403 区画）

市民農園開設区画数 210
区画

市民農園開設区画数 210
区画

市民農園開設区画数 211
区画

農林水産課

（備考） 
自然とのふれあう空間の整備や動植物の生息・生育状況の把握、自然環境維持の把握状況を表しています。

（基本目標） 
循 環

04 省資源の推進
①

生ごみ処理機等補助
台数（125 件 / 年）

56 件 / 年 61 件 / 年 57 件 / 年
廃棄物減量
推進課

05 水循環の保全
と創造

①
透水性舗装施工完了
延長（2,630m）

透水性舗装施工完了延長
4,010m（H26 420 ｍ）

透水性舗装施工完了延長
4,185m（H27 175 ｍ）

透水性舗装施工完了延長
4,215m(H28 30 ｍ )

道路河川管
理課

②
１人１日あたり水道使
用量（255 ㍑／人・日）

243 ㍑／人・日 241 ㍑／人・日 244 ㍑／人・日
水道ガス整
備課

（備考） 
循環型社会の構築に向け、ごみ減量等の推進の程度や、健全な水循環の推進状況を表しています。

 

（基本目標） 
低炭素

06 省エネルギー
･ 低炭素型の
エネルギーの
推進

① 環境保全協定締結事
業所数（62 事業所）

63 事業所 61 事業所 61 事業所 環境政策課

② 学校園でのグリーン
カーテン、すだれ
設置箇所数（1 箇所
［H22］）

■グリーンカーテン（ヘ
チマのすだれ等を含む）
幼稚園 11 園、小学校７校、
中学校１校
■すだれ
幼稚園 27 園、小学校３校、
中学校１校
※学校園独自での設置分
を含む

■グリーンカーテン（ヘ
チマのすだれ等を含む）
幼稚園 12 園、小学校２校、
中学校１校
■すだれ
幼稚園 23 園、小学校３校、
中学校１校
※学校園独自での設置分
を含む

■グリーンカーテン（ヘ
チマのすだれ等を含む）
幼稚園 12 園、小学校２校、
中学校２校
■すだれ
幼稚園 23 園、小学校２校、
中学校１校
※学校園独自での設置分
を含む

教育総務課 
保育幼稚園
課

③ 学校給食における地
場産物を使用する割
合（食材数ベース）
（16.7%［H21.6 月 ］、
20.4%［H21.11 月］）

H26.6  23.2％
H26.11 20.1％

H27.6  23.4％
H27.11 24.6％

H28.6 22.4％
H28.11  15.5％

学校給食課

④ 地産地消 作付面積
（出荷協議会加入の
小松菜、ネギ、ほう
れん草、すいか等） 
（14ha［H22］）

地産地消 作付面積（出
荷協議会加入の小松菜、
ネギ、ほうれん草、すい
か等）4.04ha

地産地消 作付面積（出
荷協議会加入の小松菜、
ネギ、比良すいか等）3.2ha

地産地消 作付面積（出
荷協議会加入の小松菜、
ネギ、比良すいか等）3.2ha 農林水産課

⑤ 市域の太陽光発電シ
ステム設置数
（2,209 件）

平成 26 年度末 市内太陽
光発電施設設置数（系統
連系数）：6,800 件
（関西電力㈱提供データ）

平成 27 年度末 市内太陽
光発電施設設置数（系統
連系数）：7,400 件
（関西電力㈱提供データ）

平成 28 年度末 市内太陽
光発電施設設置数 ( 系統
連系数 )：8,077 件
（資源エネルギー庁提供
データ）

環境政策課

07 都市及び交通
ネットワーク
形成の推進

① 地域公共交通全体の
利用者数
（ＪＲ227,428人/日、
京阪電車 68,148人
/日、路線バス［H20］
30,552人 /日）

ＪＲ 227,352人 /日
京阪電車 67,585人 /日
路線バス 28,091人 /日

ＪＲ 230,396人 /日
京阪電車 67,585人 /日
路線バス 28,389 人 / 日 
※京阪電車は H27 調査を
行っていないため、前年
度調査値。

ＪＲ 230,546 人 / 日
京阪電車 62,354 人 / 日
路線バス 28,949 人 / 日

交通戦略室

② パーク＆ライドの利
用台数（11,370台/年）

15,462 台 / 年 15,128 台 / 年 15,345 台 / 年
交通戦略室

（備考） 
低炭素社会の構築に向けて、市民・事業者・市がそれぞれの活動において省エネルギーの実践や低炭素型のエネルギーの活用状況を表し
ています。
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